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はじめに
　平成２３年３月１１日に東日本大震災が発生し、死者・行方不明者は２万人以上にのぼるなど、未曽有の被害が発生しました。被災地で運営可能な介護サービス事業所は、救援物資やスタッフ等の支援を受けるなどにより、要介護者等の高齢者のケアを継続しました。
　本区では、平成１９年度から災害時に自らの身を守ることや避難することが困難な災害時要援護者を支援するため、「災害時要援護者名簿登録制度」を実施し、区民防災組織、民生・児童委員、消防署、警察署とで情報を共有していくこととしています。しかしながら、東日本大震災をはじめとする近年の大震災の被害等から、災害時要援護者に対する更なる支援の充実は、区民の安全・安心を図る上で重要な課題となっています。
一方、介護サービス事業所は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるための地域包括ケアシステムの構築に不可欠な資源であるとともに、災害時においても地域を支える重要なインフラになることが、先の大震災で実証されました。

　本区では、第５期高齢者・介護保険事業計画（平成２４年度～２６年度）において、「災害への対応」を重点課題として取り上げており、その１つに“介護サービス事業者の災害対応に関する支援”を掲げています。

本書は、その一環として、昨年の防災マニュアルに引き続いて、介護サービス事業所が入所者や利用者を災害から守るとともに、発災後も事業に継続的に取り組んでいかれるように、居宅系・通所系・施設系のそれぞれの介護サービス事業所が、ＢＣＰを作成する際の必要な視点や様式等をガイドラインとしてまとめたものです。

発行にあたりまして、介護サービス事業者災害等対策検討会の事業者の委員をはじめ、ご意見やご提案をいただきました介護サービス事業者の皆さまに、心から感謝申し上げます。
　

平成２６年６月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文京区福祉部介護保険課長

目　次

・本ガイドラインの特徴、活用例について 　・・・・・・ 　　　1
序章　

・ＢＣＰマニュアル　ひな形　　　　　　・・・・・・　　　２～５
第1章

　１　　　ＢＣＰとは　　　　　　　　　・・・・・・　　　６～11

　２　　　優先業務の特定、優先業務に必要な資源の把握・代替（資源）の検討　・　　　12～15

　３　　　地震規模・被害想定　　　　　・・・・・・　　　16～18

　４　　　災害時に使用可能な施設・設備の機能　・・　　　19～21

　５　　　職員の参集基準・連絡　　　　・・・・・・　　　22～25

　６　　　震災直後の行動①　　　　　　・・・・・・　　　26～31

　　　　　～総括的なこと、居宅・通所・施設　共通認識のもの～

　７　　　震災直後の行動②　　　　　　・・・・・・　　　32～41

　　　　　～居宅・通所・施設　別～

　８　　　業務の継続方法　　　　　　　・・・・・・　　　42～49

第２章

　資料編（居宅・通所・施設　共通様式）　・・・・・　　　50～61
　・様式１　館内放送文

　・様式２　支援員用チェックリスト

　・様式３　設備監視チェックリスト

　・様式４　初期対応チェックリスト

　・様式５　第１回災害対策会議録

　・様式６　災害対策本部用　ホワイトボード記載例

　・様式７　物的被害状況集計表（建物・器具類）

　・様式８　物的被害状況集計表（設備）

　・様式９　施設内外状況確認チェック表

　・様式10　サプライチェーン（供給連鎖）一覧

　・様式11　備蓄品リスト

　参考文献等　　　　　　　　　　　　　・・・・・・　　　62

本ガイドラインの特徴

○介護のサービス別（居宅・通所・施設）における、災害に対する平常時の取り組みや災害時の対応等は、それぞれ異なる部分があります。

○一方で、例えば、居宅介護支援と訪問介護を併設している事業所、特養と通所介護を併設している法人など、介護サービスを提供する事業所の形態は様々であり、事業所の規模や運営方法も様々です。

○このようなことから、本ガイドラインはサービス別（居宅・通所・施設）を一冊にまとめることとし、同時に様々なフローチャートや様式を載せました。

○事業所は各々の事業形態に合うよう、本ガイドラインのフローチャートや様式などを適宜、アレンジしていただきながら、「ＢＣＰマニュアル」を策定することを目的としています。

○「ＢＣＰマニュアル」の策定はスタートであり、訓練等を通じて見直し・改善していくことが重要です。
本ガイドラインの活用例

○『序章』の“ＢＣＰマニュアルひな形（３～４ページ程度）”に、災害対応の基本方針、平常時からの取り組み、災害時の対応等を簡潔にまとめます。

○上記の“ＢＣＰマニュアルひな形”に、『第１章』及び『第２章』から、

ＢＣＰ策定に必要な各様式を選んで添付します。

※　様式を添付する際は、各事業所に合うように適宜、加除・修正を行ってください。
【ＢＣＰマニュアルのイメージ】

[image: image1.emf] 

  復旧･復興期  


本ガイドラインの特徴

○介護のサービス別（居宅・通所・施設）における、災害に対する平常時の取り組みや災害時の対応等は、それぞれ異なる部分があります。

○一方で、例えば、居宅介護支援と訪問介護を併設している事業所、特養と通所介護を併設している法人など、介護サービスを提供する事業所の形態は

序章

ＢＣＰマニュアル　ひな形


ＢＣＰマニュアル（震災編）　【サンプル】
事業所名　○○事業所（居宅・通所・施設系）　

１　基本理念・基本方針
　　私たち社会福祉法人○○は、災害時に事業継続していくことで、地域貢献を図っていきます。利用者やその家族、地域の皆さまにとって、継続的にサービスを実施することが使命と○○…


◆ＢＣＰとは

（BCP「ＢＣＰとは」別紙参照）

◆ＢＣＰ宣言

　○○○○○○○○○○○○○○…

２　平常時からの取り組み

(1)　日常的に行うこと

　　　・ケアプラン作成時に災害時の支援を意識して、他事業所との連携を確

認する
　　　・応急手当の基礎知識、特別な支援を必要とする利用者の把握

　　　・事業所のチェックポイントの把握

　　　・○○○○○○○○○○○○…

　　※（BCP「施設・設備の機能」別紙参照）


　(2)　災害発生時の責任者等の対応
　　①　活動内容
　　　・職員、家族の安否確認、自身の安全確保
　　　・被災状況を確認する。

・利用者の安否確認をする。

　　　・○○○○○○○○○○○○…

　　②　職員間の連絡方法の取り決め

　　・震度５強以上の時、○○○○は事業所に出勤し、指示等を行う。

※（BCP「職員の参集基準」別紙参照）

　(3)　事業所防災対策

　　　災害時の備品と設置場所

1 設置場所　　

○○○○○○○○…

2 準備と点検

　・防災訓練等を通じて、新たに必要と思われる物資等を購入

　・備蓄物資の管理及び定期点検（○月）

※（「備蓄品チェックリスト」別紙参照）

3 災害発生時を想定した確認事項
・事業所所在地の指定避難場所（○○中学校）
・防災訓練の定期実施（□月、△月の年２回）

・○○○○○○○…

※（「区の地域防災地図」参照）
３　発災時の取り組み

(1) 災害時における利用者の安否確認体制
　　　・管理者は、担当利用者の安否確認を行うよう指示

　　　・各ケアマネジャーは、利用者の安否確認を行う

　　　・安否確認優先順位リストの作成
　　【リスト作成手順】　
	一人で動けない（最優先）
	
	
	
	災害時援助が受けられない（優先）

	・医療的ケアが必要

・身体的に移動が困難

（介護度３以上）

・認知症等で判断が困難
	
	
	
	・独居

・家族も要援護者

・家族が遠方


・連携先
	機関名
	電話番号
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	


・○○○○○○○…

※（BCP「震災直後の対応」、「トリアージ表」等参照）
(2)　発災後の検討
　　・事業所の被災状況の確認、方法、連絡体制
　　・事業所の業務継続の可否
⇒継続の場合：　優先業務の特定、優先業務等の復旧時間の設定
　　　　　　　　　　　　業務の継続方法（目標復旧時間までに必要な対応策）
　　　　　　・　職員体制、ローテーション
※（BCP「業務の継続方法」「被害状況集計表」等参照）

(3)　復旧期の取り組み
　　　・サービスを再開するために（文書・記録の管理）
　　　







○事業を継続するうえで不可欠な記録や書類
　・事業の回復・復旧に不可欠な記録
　・権利債務、債権・債務確定のための文書

　・業務移管に必要な情報、契約書

　・知的財産
　・ＰＬ法関連書類
　・内部統制文書、稟議書、議決記録
　・法定保存文書
　・コンプライアンス書類

１　ＢＣＰとは


ＢＣＰ（事業継続計画）とは

○　ＢＣＰ（事業継続計画：Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｃｏｎｔｉｎｕｎｉｔｙ　Ｐｌａｎ）とは、地震等の自然災害等により施設や事業所が被災しても重要業務を中断させず、もしくは中断しても可能な限り短時間で再開させるために、事前に定める計画のことで、災害発生後の初期対応から復旧して事業実施が可能になるまでの手順を定めます。

○　想定される危機事案は、地震、大災害、新型インフルエンザ、テロ攻撃など様々ですが、今回は切迫性が高く、甚大な被害を受ける可能性が高い「震災被害」に対して策定します。

○ 事業の中断は、事業所の経営のみならず、利用者の生活に対しても大きな影響を及ぼすため、早期に事業を復旧する手段を考える必要があります。

○　介護保険施設や介護サービス事業所は、震災直後から、利用者と職員の安全を確保するとともに、限られた人員で、サービスを継続することが必要です。また、過去の大震災等では、介護保険施設や介護サービス事業者は、地域を支えるインフラとして重要な役割を担っております。

○　ＢＣＰ策定の有効性としては、「利用者等の他施設・事業所への流失」、「シェアの低下」、「事業者評価の低下」などへの防止対策となることが挙げられます。
　　　

ＢＣＰで策定する内容

○　従来の防災計画（災害情報収集・職員、利用者の安否確認、備蓄物資等）に加え、以下の三点を策定する必要があります。

　　・優先業務の特定（重要業務の選定）
　　・優先業務の復旧時間の設定（選定した業務の復旧目標）
　　・代替手段を踏まえた業務継続方法（目標復旧時間までに必要な対応策）
1 検討事項①：　優先業務の特定
・まず、どのサービスを優先的に提供するかという経営判断を予め行っておくこと
　　がＢＣＰの第一歩となります。

　　 ・優先業務は、“事業所の存続に関わる最も重要性（緊急性）の高い事業”です。
・優先業務は、最終的には経営者の判断によって決定されるものです。

・重要と思われる業務をいくつか上げて、その中で、利用者関係面、社会的要求
面、財政面から検討していくことがポイントとなります。

　　
2 検討事項②：　優先業務に必要な資源（人・物など）『ボトルネック資源』の特定
・優先業務を特定したら、優先業務を継続するために必要な資源（人、物、資金、
　　情報等）をあげます。　【P14の「ボトルネックの把握・検討」参照】
　・「物」には、施設や設備、サービス提供に必要な物資、電気・ガス・水道といった

ライフラインも含まれます。
3 検討事項③：　災害が（優先業務に必要な）資源に与える影響の把握・代替の検討
　・優先業務に必要な資源が被害を受けていなければ問題はありませんが、被災

して利用できない場合は、以下のような資源の代替を検討する必要があります。
【P１４の　「ボトルネックの把握・検討」参照】　　　

(1) 臨時従業員　　　(ｲ)施設・設備　　　(ｳ)通信手段　

　(ｴ)インフラ（電気・ガス・水道） 　 (ｵ)情報類（バックアップ） 　等

4 検討事項④：　優先業務の目標復旧時間の設定
・次に、優先業務を復旧させるまでの目安となる復旧時間を決めておきます。
・復旧時間を決めるにあたっては、“優先業務の停止による収入途絶等の
損害に、貴事業所が耐えられる期間”に基づいて決める方法などがあります。
　　　
5 検討事項⑤：　事前対策の検討・実施
・これまでの分析結果に基づき、目標復旧時間内に事業を復旧できるようにする
ための事前対策を検討します。
・優先業務に必要な資源（人・物など）を災害の影響から保護する、または代替

の準備対策を実施します。
・事前対策は、「ソフトウェア対策」と「ハードウェア対策」の２つに大別できます。

　　
　　・一般的には、ハードウェア対策は、ソフトウェア対策に比べて導入資金が必要と

　　されています。そのため、まずは、ソフトウェア対策を確実に実施し、ハードウェア

　　対策は、数年間を目途に対策を進めていくことが考えられます。

　

また、ＢＣＰの策定には、防災計画にもあるような下記の内容等を踏まえ
　　　ることも重要です。
・被害想定（ライフラインや設備の被害を想定することで、より具体的な計画が策定できます）
・災害時に使用可能な施設･設備の機能
（震災時に何が使えるかを理解することで、現在足りないものが見えてきます）
・利用者及び職員の安否確認、方法

・震災直後の30分の対応（震災直後の行動を的確に対応することが重要です）

ＢＣＰの構成（例）
	事　項
	摘　要

	
	被害想定
	地域防災計画等から事業所の被害を想定

	
	施設･設備の安全対策
	・定期点検（事前）及び発災後の確認

	
	施設･設備の機能
	・災害時に機能する施設・設備の資源の把握

	
	利用者･職員の安否確認･方法
	

	
	職員の参集基準
	

	
	震災直後の行動
	

	◎
	優先業務の特定、復旧時間の設定
	･実施する事業を棚卸し、優先事業の検討

・継続に必要な資源・ﾈｯﾄﾜｰｸの洗い出し

・必要な資源が被災で利用できなくなる可能性

がある場合は、代替を検討し対策を図る。

	◎
	業務の継続方法
	


◎は、防災計画には無いＢＣＰ特有の事項。無印は、防災計画にも策定される事項
従来の災害対策との違い
○今までの災害対策
・「災害マニュアル」の策定、耐震補強、備蓄物資の購入、緊急連絡網の作成
などを行うといった「防災対策･人命保護」に焦点をあてています。

　・従来からの「防災マニュアル」だけでは、発災後の事業継続を確実に行う

　　　ことは不十分と言えます。

（例）利用者の避難後の具体的な行動（取り組み）は検討されていない。

○ＢＣＰ

・「ＢＣＰ」は、“事業の継続（防災対策も含む）”を主目的としています。

・「ＢＣＰ」は単なる防災対策ではなく、ビジネス（介護サービス事業者は

地域のインフラとしての意義もあります）の観点から、災害からの復旧を

目指すものです。

・「ＢＣＰ」の具体的な中身は、防災マニュアルの観点に加えて、事業を復旧

するためにサービスに必要な資源（人・物など）を確認して、供給できない
場合の代替案や優先業務の復旧時間等を設定します。

　ＢＣＰ導入のイメージ








ＢＣＰの効果
　
○事業所にとっての効果
　発災時に事業継続が可能となるようにＢＣＰを策定することによって、次のような

メリットがあります。

　　・利用者や家族から、安定したサービス提供の要請に応えることが出来ます。

　　・事業を展開していく上で、優位な立場を確保できます。
　　・危機管理に取り組んでいる事業者（法人）として、市場や地域の中で信頼を得ることが出来ます。
　○地域社会の効果
　事業所が発災後でもＢＣＰに基づき事業を継続すること、早期に復旧することにより、次のような効果があります。
　 ・雇用の確保による社会不安を軽減することができます。

･業務停止による連鎖的影響を抑制できます。

施設系・通所系・居宅系別　発災後の対応イメージ
　 










○ＢＣＰの策定・運用のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）
ＢＣＰの改善・見直し
　　・職員全体が非常時優先業務の重要性を理解し、役割を果たせるよう、研修や
訓練を通して確認します。

　　・さらに、訓練等で洗い出された課題と対策を検討し、本計画（ＢＣＰ）の見直しに
反映させていきます。

・①計画策定、②研修・訓練の実施、③点検・検証、④計画の見直しというサイクル
を通して、ＢＣＰを持続的改善していくことが重要です。




２　優先業務の特定

優先業務に必要な資源の把握・代替（資源）の検討

【（例）優先業務の特定　居宅・通所・施設系】


· 優先業務の特定（入所）

私たち社会福祉法人○○会は、入所系サービスを、震度６強の地震が発生した時も、５日後には入所されている利用者に対して、７０％のサービスを復旧し、
事業継続します。
　　※７０％の目安として、
　 ・食事　２回/日、　・排泄　３回/日

　 ・入浴　実施見合わせ（ライフライン復旧後実施）

　　　 その他状況に合わせて実施します。

· 優先業務の特定（通所介護）

　　 私たち社会福祉法人○○会は、通所介護サービスを、震度６強の地震という災害が発生した時も、２週間以内に利用希望のある利用者に対し、体操をメインとした集団リハビリや集団アクティビティ、非常食を提供できるレベルまで復旧することで、事業継続します。

· 優先業務の特定（居宅介護支援）

　私たち社会福祉法人○○会は、居宅介護支援サービスを、震度６強の地震という災害が発生した時も、72時間以内に独居高齢者を始め、優先順位の高い利用者の安否確認を行い、７日以内に全ての利用者の安否確認を行うことで、事業継続

します。
【（例）ボトルネックの把握・対応：　共通】

（ボトルネック：優先業務の継続に必要な資源、復旧を長引かせる原因となる重要な資源）

○優先業務を継続するために必要な資源を把握します。また、災害により供給でき

ない場合は、代替案を検討するなど、対策を練ります。

○対策を練ることで、リスクが想定できるとともに、災害時でも優先業務を継続する

ことを目指します。

○重要度の高いもの、準備しやすいものなどから代替を検討し、対策を施します。

（ｶﾃｺﾞﾘ番号　１：ﾗｲﾌﾗｲﾝ　　２：支援、生活　　３：管理　　４：その他）
	ｶﾃ

ｺﾞﾘ
	事項
	重要度
	内容
	代替案

	１
	冷暖房
	高
	集中管理方式のため、全館停止
	夏：扇風機、うちわ　冬：毛布、カイロ

	１
	ガス
	高
	調理室の器具は使用不可
	カセットコンロ

	１
	水
	高
	受水槽（５ｔ）は地下にあるため、水の運送が大変
	○○○○・・・

	1
	ナースコール
	
	予備電源で３時間稼働、ＰＨＳは停電と同時に使用不可
	○○○○・・・

	１
	停電（水）
	
	給水ポンプが止まり、水道も停止
	○○○○・・・

	1
	停電（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ）
	
	コンピュータによる情報管理の停止
	○○○○・・・

	1
	停電（ｴﾚﾍﾞｰﾀ）
	
	食事搬送、利用者移動が困難
	人海戦術による食事、利用者搬送

	1
	停電（照明）
	
	廊下の一部は昼間でも暗くなる
	懐中電灯、乾電池の購入

	１
	停電（通信）
	
	外部との通信が困難となる
	携帯充電器、ｿｰﾗｰﾊﾞｯﾃﾘｰの購入

	２
	医療（Ｄｒ）
	
	嘱託医は地域Ｄｒのため、優先的とはいかない
	○○○○・・・

	２
	医療（病院）
	
	多数の病院に通院していて、連携が取りにくい
	○○○○・・・

	２
	食事（調理員）
	
	調理員は委託職員のため、参集体制の確認が必要
	職員の参集基準に調理員も含めて検討する

	２
	食事（食材）
	
	食材の流通が途絶える
	３日分の食料を備蓄

	２
	排泄
	
	水洗トイレが使用不能
	簡易トイレの購入

	２
	薬
	
	通院者の薬がなくなると手配が困難
	○○○○・・・

	３
	職員
	
	電車による通勤者が多く参集に時間がかかる
	職員の参集基準の作成、職員間の連絡網の作成

	３
	管理職
	
	管理職は遠距離に在住
	災害時の指揮系統の作成、管理職不在の代理者の検討

	３
	設備管理
	
	設備監視員が委託
	委託会社との災害時対応の事前確認・調整

	４
	財務経理
	
	現金が少ない
	○○○○・・・

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



３　地震規模・被害想定


震災の被害想定

　東京都は、平成24年４月に「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表しました。これに基づき、文京区では、本区の被害が最大となる地震の条件、被害想定を前提とした地域防災計計画を策定（平成24年度修正）しています。
　前提条件

	区分
	東京湾北部地震

	震源地
	東京湾北部

	規模
	マグニチュード7.3　（震度別面積率　６強　88.1%、６弱　11.9%）

	震源の深さ
	約20～35㎞

	季節・時刻
	冬の夕方（午後６時）

	気象条件
	風速８／秒

	想定される被害
	○火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、出火数が最も多くなるケース。
○オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では帰宅、飲食のため多数の人が滞留する。

○鉄道、道路もほぼラッシュに近い状況で、人的被害や交通機能支障による影響拡大の危険性が高い。

○ビル倒壊や落下物等により被災する危険性が高い。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文京区地域防災計画　平成24年度修正）
文京区の主な被害想定

	区　分
	被害想定

	建物被害
	全壊
	　　 ３，６０２棟

	火　災
	焼失棟数（全壊建物含む）
	　   ２，４４３棟

	人的被害
	死者 （合計）
	　      ２５３人

	
	
	ゆれ等建物被害
	　      １８５人

	
	
	火災
	５９人

	
	負傷者 （合計）
	４，２１７人

	
	
	ゆれ等建物被害
	３，８１５人

	
	
	火災
	２３２人

	その他
	災害時要援護者死者数
	８１人

	
	避難所生活者
	４０，２１３人

	
	帰宅困難者
	１３１，６３２人


　（文京区地域防災計画　平成24年度修正）

· 前提となる首都直下地震の被害想定については、前頁の「東京湾北部地震Ｍ（マグニチュード）７.３」「震度６強」とすることが一般的です。
· 地震発生時間は、最悪の事態を想定しておくことが重要で、
· 入所施設の場合、最も人員配置の低い「夜勤帯での発災」

· 通所施設の場合、「送迎中の発災」

　を想定したシナリオを検討することも需要です。

· 電気・水道・ガス・電話などのライフラインや施設・設備等の被害も想定することで、必要な行動や対応を検討し、備えていきます。
【（例）被害想定：共通】

	項　目
	内　容

	区内の
建物 ・

火災等
	震度
	震度6強

	
	地域家屋
	一部倒壊あり

	
	地域火災
	なし


	ライフ

ライン

被害等
	電気
	地域一体停止　５日間

	
	水道
	地域一体停止　７日間

	
	ガス
	地域一体停止１０日間

	
	電話
	固定電話は不通
公衆電話は使用可

携帯電話は３日間不通

	
	通信
	ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・メールは使用可


【（例）施設･設備 被害状況想定：共通】

	ライフライン・設備関係
	被害状況

	施設（事業所）
	一部損害（窓ガラス破損あり、施設壁ひび割れ発生）

	電気（電気設備）
	停電

	
	防災監視盤
	内臓バッテリーで１時間監視、10分警報可

	
	非常放送
	内臓バッテリーで連続10分起動

	
	ﾅｰｽｺｰﾙ
	外付けバッテリーで３時間使用可

	
	ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ
	発電機で３時間作動

	
	ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
	停止（Ｐ波センサー作動）

	上下

水道
	上水（飲料水等）
	地域一体停止

	
	下水（トイレ等）
	下水管の破損にて一定期間使用できず

	ガス
	
	停止（マイコンメーター作動）


４　災害時に使用可能な
施設・設備の機能


【（例）災害時使用可能な施設内設備等の機能：　共通】

１　自家発電機

　　◇大型自家発電機１台

　　　▷燃料の軽油を600ℓ備蓄（出力100％で12時間運転可能）
　　　▷停電後、60秒以内で自動的に切り替わる。
　　　▷電力供給先：　非常用コンセント、照明の１/３、ＥＶ２号機
　　　▷発電量に比例して燃料を消費するため、電力先の優先順位を決める。
　　　▷人命、消防設備を優先。コンセントの使用制限、照明の間引き等
　　◇ポータブル発電機（３台）、燃料用カセットボンベ各４本）

　　　▷カセットボンベ２本使用で２時間連続使用可

　　　▷500Ｗ程度（ハロゲンランプ２個分）の出力、どんな時使用するのか検討する。
２　消防設備等
　　◇火災報知設備、放送設備
　　　▷自家発電機の電力を使用

　　◇非常灯、誘導灯

　　　▷蓄電池の電力で20分間点灯可能

３　連絡機器
　　◇電話

▷バッテリーを搭載。停電時、40～50分間は内線・外線使用可能

　　◇携帯電話ソーラー型充電器（２個）
　　

４　水の確保
　　◇水
　　　▷停電時はポンプが作動しないため供給できなくなるが、受水槽に貯まっている分は使用可（屋上７ｔ、地下25ｔ）。　受水槽は震度6程度で壊れる可能性があるため要確認
　　　　　▸屋上高架水槽：　各階の蛇口から供給可能
　　　 ▸地下受水槽：　受水槽脇のブロー管から供給可能　
　 ◇お湯
　　　▷地下ボイラー室の貯湯槽に貯まっている分は使用可。時間経過とともに冷める。
　　　▷貯湯槽脇のブロー管から供給可能

５　トイレ等
　　▷下水管が破損した場合は、排水は不可能となる。
　　▷各階のベランダに簡易組み立てトイレを設置する。

　　▷汚物・ゴミは、地下機械室内に保管する。

【（例）災害時の飲料水の確保：　共通】


　災害時は、水道管の破裂等により水の供給が止まることが予想されます。

１　残存水道水の利用
　　▷施設には、発災直前まで蓄えられた水が受水槽にあります。

　　▷１階の受水槽（５ｔ）と、更に屋上の高架水槽（20ｔ）にも蓄えられています。

　　▷高架水槽の水は、蛇口から出てきます。１階受水槽の水はタンク脇のブロー管から取水します。
　　▷受水槽の水量は限られているため、節約します。
　　　▸発災直後は、飲料水以外はできるだけ使わないようにします。

　　　▸できるだけ早く、生活用水（井戸等）を確保します。
２　飲料水の確保
　　▷備蓄物資として、１日一人２ℓ×50人×３日分＝300ℓをボトルで用意してあります。しかし、職員やデイ利用者ほか不特定人数には対応するには足りません。
　　　場合によっては、近隣の深井戸や貯水槽まで、飲料水の確保に行かなければなりません。
３　生活用水の確保
　　▷当施設の裏庭にある井戸から水が出て、この水を生活用水に利用します。また、近隣の避難所（○○小学校）にも浅井戸があり、生活用水として利用できます。
【（例）ゴミ処理　：　共通】　


▷災害時には、道路状況やゴミ収集業者の被災状況などから、ゴミの収集が平常通り行われるとは限りません。

▷福祉施設にあたっては、特に紙おむつの処理が問題となります。
　  ▸収集までのゴミの保管場所、衛生保持についての検討が必要となります。

▷上・下水道の使用が出来ないと、食器の洗い物、洗濯、入浴などはできません。
　  ▸使い捨て容器や弁当、または、皿にラップをひいて使います。
　  ▸使い捨て清拭を活用します。
　  ▸トイレも使用できないと、排泄物の処理についても検討が必要となります。
（簡易トイレの購入等）
５　職員の参集基準・連絡


　

【（例）職員の出勤の基準：共通】
	
	管理者
	監督職・医療職
	一般職員

	震度６弱
以上
	職場からの連絡がなくても自発的に出勤
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤

	震度５強
または５弱
	職場からの連絡がなくても自発的に出勤し施設をチェックし必要があれば職員に出勤指示
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤
	震度５強：管理者かの指示・連絡がなくても自発的に出勤
震度５弱：管理者からの指示・連絡により出勤

	震度４
以下
	職場に連絡を取り、必要と判断すれば出勤
	施設内に異常があり、施設から連絡があれば出勤
	出勤の必要なし

	※ただし、次の状態にある職員は対象外とします。（「家族」とは同居の親族等も含む）
①職員自身もしくは家族が負傷している場合
②自宅建物が被災し、家族が危険な状態にある場合
③小学生以下の家族が自宅に居て、他に保護する家族がいない場合
④小学生以下の家族の所在が不明でかつ連絡が取れない場合
⑤職員自身が外出先で帰宅難民になり、出勤が不可能な場合


【（例）職員の出勤基準：共通】
	役職
	震度５強
	震度６
	震度６強以上

	施設長
	必ず直ちに出勤

	課長
	直ちに出勤
	必ず直ちに出勤

	主任
	指示があるまで待機
	直ちに出勤
	必ず直ちに出勤

	看護職員
	指示があるまで待機
	直ちに出勤
	必ず直ちに出勤

	一般職員
	指示があるまで待機
	直ちに出勤

	· 「必ず直ちに出勤」以外…　自身と同居する家族等の安否確認ができ、継続的に安全を

保てる場合に限り出勤します。

　「必ず直ちに出勤」…　どんな状況であれ、すぐに出勤します。

　「指示があるまで待機」…　連絡の取れる方法を確保して待機します。指示がない場合は、勤務表通りに出勤します。

· 一般職員とは、役職のついていない、常勤・非常勤職員とします。


【（例）勤務時間外の参集基準：共通】
	
	管理職以上
	一般職員

	震度６以上
	原則、全職員が参集

	震度５弱以上
	・区内及び隣接区居住者

・施設、事業所から５㎞
以内の居住者
	区内及び隣接区居住者


【災害用伝言ダイヤル・災害用伝言板の使い方：共通】
◆災害用伝言ダイヤル
　 　　伝言の録音方法　　　　　　　　　　伝言の再生方法
　　　　 　１７１ 　　　　　　　　　　　　　　１７１
▼　　　　　　　 　　　　 　　　　 ▼
１　　　　　　　　 　　　 　　　　 ２
▼　　　　　　　 　　　　 　　　　 ▼

      【相手の電話番号】　 （０００）０００－００００　
▼　　　　　 　　　　　　　　 　　 ▼

　　　　伝言を入れる　　　　  　　　　 　　　伝言を聞く
◆災害用伝言板
【ｄｏｃｏｍ】　ｉ　Ｍｅｎｕ　トップ画面

【ａｕ】　　　　ＥＺｗｅｂ　　トップ画面

【softbank】　Ｙａｈｏｏ！　ケータイトップ画面　　　　　災害用伝言板
【WILLCOM】　WILLCOM　　トップ画面

【EMOBILE】　EMOBILE　　トップ画面

　伝言の登録方法　　　　　　　　　　伝言の確認方法

　　　　災害用伝言板　　　　　　　　　 　災害用伝言板
▼　　　　　　　 　　　 　　　　 ▼

「登録」を選択　　　　　　　　　　「確認」を選択

▼　　　　　　　 　　　 　　　　 ▼

　　　 　項目を選択　　　　　　　　　　相手の電話番号を入力
▼　　　　　　　 　　　 　　　　 ▼

「登録」を選択　　　　　　　　　　「検索」を選択

▼　　　　　　　 　　　 　　　　 ▼

　　登録が完了　　　　　　　　　　　 伝言が表示
【（例）職員連絡体制　一覧表：共通】

	役職名
	氏名
	住所
	連絡先
	通勤時間・通勤手段

	管理者
	
	
	
	

	事務長
	
	
	
	

	ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ
	
	
	
	

	看護職員
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	

	介護職員
	
	
	
	

	〃
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【（例）職員緊急連絡網　：共通】

管理者
事務長


職員Ａ
職員Ｂ
　　　　事業所近郊に住む職員
　　　　　　　　　　　　　　　　
職員Ｃ
職員Ｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
職員Ｆ
職員Ｅ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
職員Ｇ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所から遠方の職員
６ 震災直後の行動①
総括的なこと、居宅・通所・施設　共通認識のもの


　震災後の対応について、時系列にあらかじめ定めておくことが重要です。とりわけ、震災直後の対応をまとめておくことで、初動期の対応を的確に行えるようにします。

【（例）初動期の行動（概要・ポイント）：共通】

	大規模地震が起こった場合は、以下の対応を行う。
	事前に必要な準備・資料等

	１　自身等の安全確保
	・施設内の転倒防止策
・避難訓練等の実施
　等

	
	・頭を守り姿勢を低くする。　　・転倒危険物等から距離をおく。　　

・利用者がいる場合、「身を低くしてください」「慌てずに落ち着いてください」などの声掛けをする。
	

	２　施設・事業所に参集、自身の状況報告（連絡）
	・職員参集⇒「職員の出勤基準」

・連絡⇒「緊急連絡網、災害伝言ダイヤル活用」等

	
	・「職員の出勤基準」等に基づき、施設に参集するようにする。

・“この位の時間で行かれる”、“行かれない”を「緊急連絡網」や「災害伝言ダイヤル」等を活用して連絡する。
	

	３　入所者・利用者の安否確認（救出・救護）
	・安否確認⇒入所：「施設利用者情報一覧表」
居宅：「トリアージ表」等

	
	・参集した職員で役割分担をする。

数名（リーダー等）が事務所に残り、他の職員は入所者、利用者等の安否確認等を行う。
	

	４　施設・設備、ライフライン等の被害状況の確認
	・施設・設備の事前把握
・「人的・物的被害集計表」

	
	・建物・設備（ＥＶ・ボイラー、電気関係等）、ライフライン（電気・水道・ガス）を確認する人員も配置する。
	

	５　（上記2、3、4）の情報収集・集約
	・ホワイトボードなどに集約する。

	
	・災害情報の収集　　・職員参集状況　　

・入所者・利用者のケガの有無　　
・建物・設備、ライフラインの被害状況
	

	６　災害対策本部の設置
	・「サプライチェーン一覧表」
・「災害時使用可能な施設内設備等の機能」等

	
	・集約した情報をホワイトボード等にまとめる。
・災害状況、施設・設備の被害状況、ケガ人の状況等の確認

・緊急対応（人命、施設・設備の緊急対応等）の指示
・今後の対応（休止事業・継続事業）、職員参集の見通し等

・今後の対策会議の日程確認
	


【（例）優先順位の考え方：共通】

	～目指すこと～　業務の早期復旧を図り、地域に暮らす利用者の安心した生活の継続を図る。

(1) 生命に関わることから行っていく。（一人世帯、高齢者のみ世帯、医療対応等も考慮）

(2)参集した職員体制（人数）でできること、できないことを確認する。

(3)参集した人数で、できることを行っていく。

(4)まずは行動する、報告は後でも良い。管理者への報告も落ち着いてからで良い。

(5)記録は大切である。時間を追って、ホワイトボード、紙に記録していく。


【（例）災害時指揮系統：共通】

○指揮命令者（施設長・管理者）が不在または対応できない場合に備え、
第二候補の指揮命令者も決めておきます。

○活動が可能な職員の役割分担は、災害の程度や被災状況等により異なるため、事前に決めることは難しいこともあります。しかし、下記のような役割があることを職員一同で確認しておく必要があります。













【（例）役割分担表：共通】

	担当部門
	業務内容
	担当者

	総括責任者
	・避難の判断等、防災対策に係る
指揮、全体の管理
	総括責任者：

防災ﾘｰﾀﾞｰ
	施設長
	
	

	
	
	代理①：防災ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ
	
	
	

	
	
	代理②：防災ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	情報収集・

連絡班
	・災害情報の収集

・職員への連絡（職員・家族の安否確認）

・関係機関との連絡調整

・地域住民、福祉施設等へ救援

要請

・避難状況の集約
	班長
	
	班員
	

	
	
	代理①
	
	班員
	

	
	
	代理②
	
	班員
	

	
	
	
	
	
	

	救護班
	・負傷者の救出

・負傷者への応急処置

・負傷者への病院移送
	班長
	
	班員
	

	
	
	代理①
	
	班員
	

	
	
	代理②
	
	班員
	

	
	
	
	
	
	

	安全対策班
	・利用者の安全確認

・火元の安全確認、初期消火

・施設、設備の被害状況

・利用者への状況説明

・利用者の避難誘導

・利用者の家族への引越し
	班長
	
	班員
	

	
	
	代理①
	
	班員
	

	
	
	代理②
	
	班員
	

	
	
	
	
	
	

	物資班
	・食糧、飲料水ほか、備蓄物資の

管理、払出し

・備蓄物資の補給（調達）
	班長
	
	班員
	

	
	
	代理①
	
	班員
	

	
	
	代理②
	
	班員
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注）職員への周知徹底が重要です。
　　総括責任者や各班長が不在の場合などに対応するため、代行者を決めておく必要があります。

　　施設の規模、形態に応じた体制づくりの検討が必要です。
　　夜間など、平日の日中に比べて、職員数の少ない場合の対応策の検討が必要です。

【防災関係機関等緊急連絡先一覧表（例）：共通】
	
	機関名
	電話番号
	FAX番号
	備考

	防　災
	文京区役所
	3812-7111
	
	

	
	〃防災課
	5803-1179
	5803-1344
	

	
	〃介護保険課介護保険相談係
	5803-1383
	5803-1380
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	本郷消防署
	3824-0119
	
	

	
	〃根津出張所
	3823-0119
	
	

	
	本富士警察署
	3818-0110
	
	

	医療機関
	○○大学病院
	0000-0000
	
	

	
	○○大学附属病院
	0000-0000
	
	

	
	○○医院
	0000-0000
	0000-0000
	協力医院

	救援･応援
	法人本部
	0000-0000
	0000-0000
	

	
	○○町会長
	
	
	

	
	○○町会防災担当
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	施設管理
	○○エレベーター
	
	
	EV番号○○○○

	
	警備会社○○
	
	
	お客様番号○○○○

	
	○○建築（建物修繕）
	
	
	

	
	
	
	
	

	ライフライン
	電気
	東京電力　ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ
	0120-995-006
	
	

	
	ガス
	東京ガス　お客様ｾﾝﾀｰ
	0570-002211
	
	

	
	水道
	都　水道局お客様ｾﾝﾀｰ
	5326-1101
	
	

	
	電話
	ＮＴＴ東日本
	116
	
	

	
	交通
	千代田線○○駅
	
	
	

	
	
	都営交通ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ
	
	
	

	
	
	都営バス　○○支所
	
	
	

	日常取引先
	○○株式会社
	
	
	営業時間○時～○時

	
	
	
	
	担当：○○氏

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



　7 震災直後･発災後の行動②
　居宅・通所・施設　別

【（例）初動期の対応：居宅系】






























【（例）初動期の対応　：居宅系】
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【（例）初動期の対応　：居宅系】






５分後








３０分後




１時間後

【（例）初動期の対応　：通所系】








５分後









３０分後




１時間後




【（例）夜間発災時　初期対応　：施設系】







５分後











１時間後






【（例）基本的対応事項　：居宅介護支援事業所】

（営業時間外の発災を予定：午前５時に発災）
	経過時間
	基本的な対応事項
	備考

	発災直後
（30分以内を目標）
	○職員自身の安全確保
○出勤基準に基づいた職員の参集
	参集した職員は、第１回災害対策会議開催までは臨時隊長の指示に従う

	１時間後を目安
	◎災害対策会議の開催
○施設の被害、被災状況の確認
○備蓄物資の準備

・ヘルメット、軍手、懐中電灯、ラジオ

　　ランタン、食料、飲料水等

○利用者安否確認について

　・役割分担

　・利用者のトリアージ表の作成

○翌日以降の職員体制の確認
	・臨時隊長の指示により行動する
・トリアージとは、負傷者を重症度、緊急度等によって分類し、治療や搬送の優先順位を決めるもの

	３時間後
を目安
	◎災害対策会議の開催
○職員の健康管理

○トリアージ表に基づく安全確認（訪問）

　・在宅継続に向けてのアセスメント

　・暫定ケアプランの作成

○職員の確保とローテーションの管理

○備蓄物資　在庫の確認
	

	発災後
２～７日
	○協力者の受け入れ
○情報収集

○不足物資の調達
	

	１か月後
	通常事業の再開を目指す
	


【（例）基本的対応事項　：訪問介護事業所】

（営業時間中の発災を予定：17時に発災）
	経過時間
	基本的な対応事項
	備考

	発災直後

（30分以内を目標）
	○職員自身の安全確保

○出勤基準に基づいた職員の参集
○利用者と職員の安全確保

　・利用者の避難、誘導、負傷者の救護

　・職員の安否確認

○火元確認
	参集した職員は、第１回災害対策会議開催までは臨時隊長の指示に従う

	１時間後を目安
	◎災害対策会議の開催

○施設の被害、被災状況の確認

○備蓄物資の準備

・ヘルメット、軍手、懐中電灯、ラジオ

　　ランタン、食料、飲料水等

○利用者安否確認について

　・役割分担
　・独居の利用者について、家族支援確認
○翌日以降の職員体制の確認
○帰宅困難職員への対応

　・食事、宿泊場所の準備等
	

	３時間後

を目安
	◎災害対策会議の開催
○利用者の安否確認を継続

　・必要に応じて利用者の避難、誘導等

　・自宅での生活が可能か否かアセスメントの実施
　・暫定ケアプランで支援を継続

　・必要に応じて福祉避難所等へ誘導
○職員の健康管理

○職員の確保とローテーションの管理

○備蓄物資　在庫の確認
	

	発災後

２～７日
	○協力者の受け入れ

○情報収集

○不足物資の調達
	

	１か月後
	通常事業の再開を目指す
	


【（例）基本的対応事項　：通所介護事業所】

（営業時間中の発災を予定：17時に発災）
	経過時間
	基本的な対応事項
	備考

	発災直後

（30分以内を目標）
	○職員自身の安全確保

○出勤基準に基づいた職員の参集
○火元確認
	参集した職員は、第１回災害対策会議開催までは臨時隊長の指示に従う

	１時間後を目安
	◎災害対策会議の開催

○施設の被害、被災状況の確認

○今後の営業、休業についての決定

○職員の役割分担
※（発災時刻によっては）利用者の安否確認、状況確認、必要な代替サービスの発信
※（発災時刻によっては）利用者・各支援事業所に休業のお知らせ
○帰宅困難職員への対応

　・食事、宿泊場所の準備等
	・臨時隊長の指示により行動する

・被害のあった設備の担当業者への連絡

・併設事業所と連携

	３時間後

を目安
	◎災害対策会議の開催
○職員の勤務調整

○利用者の安否確認、状況確認、必要な

代替サービスの発信
○利用者・各支援事業所に休業のお知らせ

○営業に向けて被害設備の復旧のための連絡調整
◎部分営業の可否の検討と決定

　・休業や部分営業についての広報
○備蓄物資　在庫の確認
	併設事業所と連携

	発災後

２～７日
	○営業に向けての各種準備
○通常営業までのスケジュール決定
○不足物資の調達
	併設事業所と連携

	１か月後
	通常事業の再開を目指す
	


【（例）基本的対応事項　：特別養護老人ホーム】

（営業時間中の発災を予定：17時に発災）
	基本的対応事項
	発災当日
	発災翌日

	
	発災直後
	1時間後
	３時間後
	６時間後
	

	自身の安全確保
	
	
	
	
	

	職員間の安否確認
	
	
	
	
	

	入所者の安全確認
	
	
	
	
	

	館内放送
	
	
	
	
	

	負傷者への対応
	
	
	
	
	

	設備の応急点検
	
	
	
	
	

	施設内外の応急点検
	
	
	
	
	

	立ち入り禁止場所の表示
	
	
	
	
	

	ライフラインの確認
	
	
	
	
	

	備蓄品の使用
	
	
	
	
	

	ケア方針
	
	
	
	
	

	当面の職員ローテーション
	
	
	
	
	

	医療体制
	
	
	
	
	

	家族への情報提供
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


８　業務の継続方法



【（例）発災後の対応　：居宅介護支援事業所】

	時期
	確認事項等

	平常時
	1 地域との連携

・民生児童委員等の連絡先の把握等

2 利用者台帳の整理

・利用者の一覧表の中に、優先的に安否確認が必要な担当ケースがわかる
ようになっているか

　　 ・緊急連絡先、電話番号などの記載

3 災害時に向けたケアプランの作成

　　　・電源を必要とする器械や器具を利用している利用者の場合、停電時には

どういう対応をするのかについて主治医等との話し合い

4 職員間の連絡方法の取り決め

・自発参集の取り決めはしてあるか
・人的被害、建物被害、ライフライン被害等があった場合、それらを取りまとめ

　たり、行動できるようにしているか

	発災当日～３日間
（応急期）
	【事業所】

1 事業所の被災状況

2 事業所の業務継続の可否、　ＢＣＰ（事業継続計画）による対応

【利用者】

1 災害状況、被災状況の確認

2 利用者の安否確認

・生存確認　　　・身体状況の確認　　　・生活環境の確認　　

　　 ・今いる場所で生活の継続ができるか

　　 ・ケアプラン（サービス）継続および変更の必要性の確認

　　 ・緊急対応の必要性の確認（在宅・避難所・病院など）

3 医療依存度の高い利用者の調整・対応
【区との連携】

1 事業所に係る報告（被災状況、業務継続の可否等）
2 利用者に係る情報提供
3 地域の状況、被害情報、避難所の設置状況など

	発災３日目

～１か月

（応急期

～復旧期）
	1 利用者の避難所等の避難先での生活の支援

・定期的な安否確認やサービス利用の再開

・生活不活による発病の予防や口腔ケアの実施

2 利用者の仮住まいの生活支援


【（例）中核業務：施設系】
	業務項目
	業務内容

	食　事

介　護
	食事提供
	・非常食の予定表を基本に対応する。

・朝、昼、夕の順番にこだわらず、出せるメニューから提供する。利用者の応援も得る。

	
	排 泄
	・水道が復旧するまでは居室のトイレは直に使用しない。

・カバーを装着したトイレを使用する。

・おむつの交換は定時で行う。汚物はクリーン
ルームに一時的に保管するが、産廃業者が来る
までは１階のホーム集積所に保管する。

	
	衛生管理
	入浴は中止し、清拭にて対応する。

	
	水分補給
	・元気な利用者にはペットボトルを配付する。
・支援が必要な利用者には訪室し提供する。

	
	介  護
	ヘルパーは来られないことを前提に定時に見回り、必要な介護を行う。

	
	処  置
	発災によるケガの処置は優先して行う。

	看護医療
	服薬管理
	・薬の配付は、危険度の高いものを優先（糖尿、
心臓、精神薬等）
・薬の補給は協力医、協力薬局と連絡を取りながら確保する。


【（例）中止する業務、縮小するサービス（例）：通所系、施設系】
	１　中止する業務
1 余暇活動全般

2 地域交流事業

２　縮小する業務
1 介護予防事業

2 整容、入浴（清拭にて対応）

但し感染症予防の観点から消毒に係る業務は方法を変えても実行する。

※５日目以降は、ライフライン、サプライチェーンの復旧の度合いに応
じて事業を戻していく。


【（例）重要業務と復旧目標　：施設系】

　・業務再開又は復旧については、以下の順番及び目標により行います。

	優先

順位
	重要業務
	目　　標

復旧時期
	対象者
	重要度の評価（高・中・低）

	
	
	
	
	利用者への影響
	職員の負担

	１
	食事提供
	当日中
	入所利用者
	高
	高

	２
	介護業務
	当日中
	入所利用者
	高
	高

	３
	看護業務
	当日中
	入所利用者
	高
	高

	４
	生活場所
確保・提供
	翌日～３日
	在宅利用者
	高
	高

	５
	ライフライン・

設備稼働
	３日～７日
	施設全体
	高
	中

	６
	衛生環境維持
	当日～翌日
	入所利用者
	高
	中

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


【（例）重要業務と復旧目標　：通所系、施設系】

・以下の基本方針に沿い、利用者（入所・在宅）施設・設備、ライフラインの再開・復旧のため行動します。
	区　分
	内　容
	備　考

	入所利用者
	生命の維持に必要な食事・介護・看護に関するサービスの提供を継続する。
	「特養の業務縮小基準表」等の活用

	在宅利用者
	独居利用者を優先して安否確認を行い、必要に応じて安全な場所の確保に努める。
	「通所の基本的対応事項」、「訪問介護の基本的対応事項」等の活用

	ライフライン
	既存設備・災害用備蓄を最大限に活用してライフラインの確保に努める。
	設備の事前把握、備蓄物資の確保、それらをまとめた表等の活用

	施設・設備
	施設内の損壊状況の把握に努め、早急な復旧活動を行う。
	

	衛生管理
	衛生環境の低下を防ぎ、介護ができる環境の整備を行う。
	「発災後の排泄・入浴業務について」等の活用


【（例）特養の業務縮小基準表　：施設系】

	職員人数
	夜勤職員のみ
	職員出勤３０％
	職員出勤５０％
	職員出勤７０％
	職員出勤９０％

	必要な業務基準
	職員・入居者の安全確認のみ
	安全と生命を守るための最低限度の業務
	食事､排泄中心､その他は中止または減とする
	一部中止、減とするが、ほぼ通常に近づけていく
	ほぼ通常業務

	ショートステイ
	原則中止

利用者のケアは特養に準じる
	利用中の方の帰宅を検討
	利用中の方の帰宅を検討
	再開検討
	再開検討

	食事介助

○ 口腔ケア
	応援体制が整うまでなし

応援体制が整うまでなし
	いる職員で必要な方に介助する

（備蓄食使用）

応援体制が整うまでなし
	一斉でなく、順次介助。(栄養補助食品等の活用)
経管栄養者必須
	一斉でなく、順次介助。(栄養補助食品等の活用）

食事時間に合わせ適宜介助
	ほぼ３食提供。
食事時間は流動的に対応する。

ほぼ通常通り

	入浴介助

　 ○ 清拭
	応援体制が整うまでなし

応援体制が整うまでなし
	失禁等必要性のある方から清拭
	清拭、適宜実施
	ガス・電気・水道の復旧による週一回に変更
	ほぼ通常
一部清拭に変更可

	排泄
	必要な方のみ
	厚めのオムツで対応。回数を少なく行う
	ほぼ通常通り
	ほぼ通常通り
	ほぼ通常通り

	リハビリサービス
	中止
	中止
	褥瘡予防・拘縮
予防重点実施
	褥瘡予防・拘縮

予防重点実施
	個別のみ実施

	間接業務　清掃

　　　　　　　洗濯

　　　　ｼｰﾂ交換
	中止
	中止
	汚れた箇所を
実施
	業者が入れない場合は、職員が代替。頻度をおとす。
	業者が入れない場合は、職員が代替。頻度をおとす。

	
	中止
	見通しがつくまで、必要最低限使い捨てできるものを使う
	見通しがつくまで、必要最低限使い捨てできるものを使う
	見通しがつくまで、必要最低限使い捨てできるものを使う
	ほぼ通常通り

	
	中止
	中止
	汚れが目立つところ、罹患者を優先して実施
	汚れが目立つところから順次・部分的に交換
	汚れが目立つところから順次・部分的に交換

	夜勤体制
	いる職員で対応する
	いる職員で対応する
	夜勤時間の延長、変則勤務の開始
	夜勤時間の延長、変則勤務の開始
	介護職員２名

	医療体制

嘱託医・協力病院との連携必須
	応急処置
トリアージ

救急搬送

発電機使用開始
	配薬・服薬中心
薬剤確保、注文

救急搬送判断
	全員の健康
チェック

必要時受診
	全員の健康

チェック

必要時受診
	全員の健康

チェック

必要時受診

	給食体制
	電気・ガス・水道の稼働状況によるが、当初給食はできない想定
出勤できる調理員は各フロアーで備蓄品の準備を行う
	電気・ガス・水道の稼働状況によるが、当初給食はできない想定

出勤できる調理員は各フロアーで備蓄品の準備を行う
	電気・ガス・水道の復旧状況により、できる範囲で調理を再開する
復旧しない場合は簡易食品
	電気・ガス・水道の復旧状況により、できる範囲で調理を再開する

復旧しない場合はカマド等を使用
	電気・ガス・水道の復旧状況により、できる範囲で調理を再開する




	【（例）利用者の把握及び訪問優先順位（トリアージ表）　：居宅系】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
	優先順位が高くなる
理由・摘要等
	転倒して打撲、心不全
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	優先順位「高」と判断する者に☑
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ポイント合計
	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	医療依存度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	褥そう
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	人工肛門
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	胃ろう
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	尿カテ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	人工呼吸器
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	気管切開
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	在宅酸素
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	透析
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	内服薬
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	地域
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	近隣交流無
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	町会活動無
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	住居
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	危険地域
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	居室階
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	老朽化
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	本人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	移動困難
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	障害有
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	認知症
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	家族
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	独居
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	家族遠方
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	家族無
	✔
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	住所
	春日1-16-21
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	氏名
	文京太郎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	担当者
	文今
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	№
	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	【（例）施設利用者情報 一覧表　：施設系】
	
	備考
	
	備考
	
	備考
	
	備考
	
	　注）個人情報保護の観点から、データの保管・管理には細心の注意を払います。

	
	
	連絡先 （続柄：　　　　）

８


	
	
	連絡先 （続柄：　　　　）


	
	
	連絡先 （続柄：　　　　）


	
	
	連絡先 （続柄：　　　　）


	
	
	

	
	
	
	自宅
	その他

（　　 ）
	
	自宅
	その他

（　　 ）
	
	自宅
	その他

（　　 ）
	
	自宅
	その他

（　　 ）
	

	
	
	
	氏 名
	
	
	氏 名
	
	
	氏 名
	
	
	氏 名
	
	

	
	
	薬
	
	
	薬
	
	
	薬
	
	
	薬
	
	
	

	
	
	認知症

自立度
	
	
	認知症

自立度
	
	
	認知症

自立度
	
	
	認知症

自立度
	
	
	

	
	
	要介護
	
	移送方法


	要介護
	
	移送方法


	要介護
	
	移送方法


	要介護
	
	移送方法


	

	
	
	血液型
	
	
	血液型
	
	
	血液型
	
	
	血液型
	
	
	

	
	
	性別
	
	
	性別
	
	
	性別
	
	
	性別
	
	
	

	
	
	生年月日
	
	
	生年月日
	
	
	生年月日
	
	
	生年月日
	
	
	

	
	
	氏　名
	
	
	氏　名
	
	
	氏　名
	
	
	氏　名
	
	
	

	
	部屋
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	心身

状況
	
	
	心身

状況
	
	
	心身

状況
	
	
	心身

状況
	



第２章
資料編

（居宅・通所・施設　共通様式）
様式１　館内放送文

その１：地震発生直後　　（放送担当）

　施設内の皆さまにお知らせします。只今、大きな地震がありました。余震の恐れがありますので、落ち着いてその場で待機してください。これから職員が安全確認のため、各部屋を訪問します。

　職員にお知らせします。それぞれの役割分担に従い、チェックリストを利用し、利用者と施設内の安全確認を行ってください。

　なお、各フロアーリーダーは、職員の安否確認を行い、○分後の○時○分に、１階事務所内の災害対策本部に集合してください。以上。　（２回繰り返し）

その２：発災概ね５分後　（放送担当）

　施設内の皆さまにお知らせします。先ほどの地震は、○○を震源とするマグニチュード○○の地震です。余震の恐れがありますので、引き続きその場で待機してください。
　なお、施設内での火災はありませんので、ご安心ください。

職員にお知らせします。引き続き役割分担に従い、利用者と施設内の安全確認を行ってください。以上。　（２回繰り返し）

その３：発災概ね１０分後　（放送担当）
　施設内の皆さまにお知らせします。先ほどの地震は、○○を震源とするマグニチュード○の地震で、文京区の震度は○でした。余震の恐れがありますので、引き続きその場で待機してください。なお、施設内での火災等はありませんので、ご安心ください。

職員にお知らせします。利用者と施設内の安全確認終了後、１階事務所内の災害対策本部に報告してください。以上。　（２回繰り返し）

その４：発災概ね１５分後　（放送担当）

　施設内の皆さまにお知らせします。先ほどの地震による、施設内の安全確認の結果をお知らせします。まず、職員と利用者全員の安全が確認されました。利用者でケガなどしている方がおりましたが、現在、救護室で応急処置をしております。
　また、施設内での火災や建物被害はありませんので、ご安心ください。

職員にお知らせします。引き続き利用者の安全確保のため、見守りを続けてください。

以上。　（２回繰り返し）

その５：発災概ね２０分後　（施設長）

　施設内の皆さまにお知らせします。こちらは災害対策本部長　施設長○○です。

只今から、災害対策会議を開催します。各フロアーリーダーは、１階事務所内災害対策本部に集合してください。その他の職員は、引き続き利用者安全確保のため、見守りを続けてください。以上　（２回繰り返し）

様式２　支援員用チェックリスト
	№
	項目
	確認事項
	ﾁｪｯｸ
	メモ

	１
	自身の安全

確認
	めまいはない
	
	

	２
	
	視覚・聴覚に異常はない
	
	

	３
	
	身体に痛みはない
	
	

	４
	
	出血していない
	
	

	５
	
	歩行可能
	
	

	６
	○階宿直者の

確認
	めまいはない
	
	

	７
	
	視覚・聴覚に異常はない
	
	

	８
	
	身体に痛みはない
	
	

	９
	
	出血していない
	
	

	１０
	
	歩行可能
	
	

	１１
	訪室準備
	ラジオ・テレビをつけた
	
	

	１２
	
	利用者名簿を持った
	
	

	１３
	
	ペンを持った
	
	

	１４
	
	懐中電灯を持った
	
	

	１５
	
	救急箱を持った
	
	

	１６
	
	ヘルメットをかぶった
	
	

	１７
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	


様式３　設備監視チェックリスト
	№
	項目
	確認事項
	ﾁｪｯｸ
	メモ

	１
	自身の安全

確認
	めまいはない
	
	

	２
	
	視覚・聴覚に異常はない
	
	

	３
	
	身体に痛みはない
	
	

	４
	
	出血していない
	
	

	５
	
	歩行可能
	
	

	６
	設備確認の

準備
	ラジオ・テレビをつけた
	
	

	７
	
	ペン、紙を持った
	
	

	８
	
	懐中電灯を持った
	
	

	９
	
	ヘルメットをかぶった
	
	

	１０
	
	手袋着用
	
	

	１１
	直後対応
	放送設備非常起動ボタンを押した
	
	

	１２
	
	全館放送した
「只今、大きな地震が発生しました。余震の恐れもまだありますので注意をしてください。」

「これから職員が巡回し、安全の確認に回ります。居室で待機してください。」
	
	

	１３
	
	玄関戸を開錠した
	
	

	１４
	
	○階へ行く
	
	

	１５
	
	
	
	

	１６
	
	
	
	

	１７
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	


様式４　初期対応チェックリスト
	№
	項目
	確認事項
	１Ｈ
	1～3H
	チェックメモ

	１
	自身の安全確認
	めまい、痛み、出血がない、歩行可能
	
	
	

	２
	職員の安全確認
	めまい、痛み、出血がない、歩行可能
	
	
	

	３
	
	参集可能な職員数の把握
	
	
	

	４
	対策本部の設置・活動
	対策本部の設置、指揮命令系統が明確
	
	
	

	５
	
	職員の役割分担が明確（情報収集、

巡回、記録、応急処置等）
	
	
	

	６
	
	ラジオやテレビから情報収集を開始
	
	
	

	７
	
	ホワイトボードに対応状況を書き留める
	
	
	

	８
	
	救急セットの準備
	
	
	

	９
	
	懐中電灯の用意
	
	
	

	10
	
	館内放送設備の稼働状況の把握
	
	
	

	11
	
	事業継続の範囲・程度の確認
	
	
	

	12
	
	本部等への連絡
	
	
	

	13
	利用者の安否確認
	利用者リストの用意
	
	
	

	14
	
	利用者リストによる利用者の安否確認
	
	
	

	15
	応急処置
	対応可能な範囲の応急処置
	
	
	

	16
	
	重傷者の数・名前・場所の把握
	
	
	

	17
	重傷者の医療機関搬送
	状態の把握、医療機関への連絡
	
	
	

	18
	家族の安否確認
	自分の家族の安否確認
	
	
	

	19
	
	利用者の家族の安否確認
	
	
	


	№
	項目
	確認事項
	１Ｈ
	1～3H
	チェックメモ

	20
	施設内の安全確認
	２次災害防止の活動

（ガス元栓・ＥＶ停止等）
	
	
	

	21
	
	火器使用箇所、落下物、ガラス等危険箇所の巡視・チェック
	
	
	

	22
	ライフラインの確認
	水道が利用可能か
	
	
	

	23
	
	トイレが利用可能か
	
	
	

	24
	
	電気は使用可能か
	
	
	

	25
	
	ガスは使用可能か
	
	
	

	26
	
	電話は使用可能か
	
	
	

	27
	備蓄品の確認
	備蓄品の用意
	
	
	

	28
	
	備蓄品の種類・量の把握
	
	
	

	29
	施設内整備の整理
	危険箇所への立ち入り禁止の表示
	
	
	

	30
	
	ガラスの破片等の清掃
	
	
	

	31
	
	転倒家具の整理
	
	
	

	32
	
	設備被害の写真撮影
	
	
	

	33
	近隣施設との連絡調整
	双方の被害状況、今後の対応の確認
	
	
	

	34
	在宅高齢者の安否確認
	安否確認リストの用意
	
	
	

	35
	
	地域巡回に行ける人員確保、役割確認
	
	
	

	36
	一時退避者の受入れ
	受入れエリアの区分
	
	
	

	37
	
	受入れ案内の人員の配置
	
	
	


様式５　第１回災害対策会議録
	日時
	平成　　年　　月　　日
	時間
	　　時　　分　～　　　時　　　分

	出席者
	

	議
　

題
	重傷者
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	軽症者
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	安否不明
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	建物・設備

被害状況
	ライフライン：　□電気　　　□ガス　　　□水道　　　□通信　　

	
	
	危険箇所：　多い場合は、チェックリスト添付で可



	
	第２回
会議までに行うこと
	

	　次回会議は　　　　□　　　　月　　 日 　　　時　　　分予定
　　　　　　　     　　□    　応援職員が駆けつけ次第開催


様式６　災害対策本部用　ホワイトボード記載例
	時系列
○時○分　地震発生　震度６強
○時○分　火災発生なし
○時○分　第１回　館内放送
○時○分　職員安否確認　無線機配付
　　　　　　　職員負傷者なし
○時○分　第２回　館内放送

○時○分　第３回　館内放送

○時○分　負傷者○名

　　　　　　　○号室氏名　○受傷

　　　　　　　○号室氏名　○受傷

○時○分　第４回　館内放送

○時○分　施設長到着　第５回　館内放送

○時○分　第１回　災害対策本部会議

○時○分　負傷者自主搬送開始　

　　　　　　　○○病院同伴職員○○

	館内被害状況

電気　×　　　自家発　○

ガス　×　　　水道　×

通信　×　　　内線　○

○時○分現在

１階フロア　　問題なし

２階フロア　　２１１居室、
壁ひび割れ

３階フロア　　食堂窓ガラス割れ
（要補修）

施設周り　　北側外壁一部落下



	
	○時○分　　自治会避難受入れ
　　→デイフロア　約○名　　　　　　　　リーダー　○○自治会長



	
	〈緊急度〉
赤…高　　黄…中　　解決…青


様式７　物的被害状況集計表（建物・器具類）

地震発生日時：　　　年　　月　　日　　　　午前・午後　　　　時　　　分頃　　　　震度：　　　　　　　
現在時刻：　　　午前・午後　　　　時　　　　分

	点検項目
	点検内容
	判定

	建物等の一次点検
	構造体
	一見して危険と感じるか
	傾いている
	

	
	
	
	危険と思われる要素は見当たらない
	

	
	その他
	一見して危険と感じるか
	火災が発生している
	

	
	
	
	煙が出ている
	

	
	
	
	ガスの臭いがする
	

	
	
	
	危険と思われる要素は見当たらない
	

	建物等の二次点検
	外部

点検
	建物の崩壊・危険性

はないか
	亀裂・ひび割れが多数あり、コンクリートの剥がれも著しい
	

	
	
	
	亀裂・ひび割れはあるが、コンクリートの剥がれは僅かである
	

	
	
	
	ひび割れはあるが、コンクリートの浮きや剥がれはないと思われる
	

	
	
	隣接建築物、周辺地盤の

破壊による危険性はないか
	隣接建築物が施設の方へ傾いている、または周辺地盤が大きく陥没、隆起している
	

	
	
	
	隣接建築物の損傷や周辺地盤の地割れはあるが、施設への影響はない
	

	
	
	
	隣接建築物の損傷や周辺地盤の地割れは、ないと思われる
	

	
	内部

点検
	建物内の床に傾斜はないか
	傾いている
	

	
	
	
	ないと感じる
	

	
	
	廊下や階段に変形・損傷は

ないか
	亀裂・ひび割れが多数あり、コンクリートの剥がれも著しい
	

	
	
	
	亀裂・ひび割れはあるが、コンクリートの剥がれは僅かである
	

	
	
	
	ひび割れはあるが、コンクリートの浮きや剥がれはないと思われる
	

	建物等の三次点検
	外部

点検
	外装材
	ひび割れ、剥がれがあり落下しそうである
	

	
	
	窓枠、窓ガラス、廊下、階段
	広範囲で窓ガラス等が破損している
	

	
	
	突起物の落下、転倒
	渡り廊下、屋上工作物、室外機、外灯、塀などに大きなひび割れや傾きがある
	

	
	
	その他設備
	燃料漏れや水漏れ等の異常がある
	

	
	内部

点検
	　壁　取り付け器具等
	壁材や取り付け器具が落下しそうである
	

	
	
	天井取り付け器具等
	天井材や取り付け器具が落下しそうである
	

	
	
	その他設備
	燃料漏れや水漏れ等の異常がある
	

	特記事項

（異常箇所等）
	


判定記入凡例　　○…はい　　×…いいえ　　△…判定不能または未確認
様式８　物的被害状況集計表（設備）

	点検項目
	点検内容
	判定

	設備等の点検
	電力
	非常用発電機
	□異常あり
	

	
	
	受変電設備
	□異常あり
	

	
	
	各分電盤
	□異常あり
	

	
	空調
	エアコン
	□異常あり
	

	
	
	換気扇類
	□異常あり
	

	
	給排水設備
	受水槽
	□異常あり
	

	
	
	各ポンプ類
	□異常あり
	

	
	
	給水管、給湯管、雑排水管
	□異常あり
	

	
	
	末端蛇口（給水できるか）
	□異常あり
	

	
	
	トイレ排水
	□異常あり
	

	
	給湯
	ボイラー
	□異常あり
	

	
	通信・

情報
	電話機
	□異常あり
	

	
	
	サーバー
	□異常あり
	

	
	
	プリンタ、コピー機
	□異常あり
	

	
	消防

設備
	スプリンクラーポンプ
	□異常あり
	

	
	
	非常放送設備、火災通報

装置
	□異常あり
	

	
	
	火災受信機
	□異常あり
	

	特記事項

（異常箇所等）
	


判定記入凡例　　○…はい　　×…いいえ　　△…判定不能または未確認

様式９　施設内外状況確認チェック表
	確認順
	点検項目
	ﾁｪｯｸ
	被害箇所を記入

	ｴﾚﾍﾞｰﾀ
	閉じ込めはないか
	
	

	建物・

設備関係
	火気、ガスの元栓
	
	

	
	建物の傾きはないか
	
	

	
	機械室内のボイラーの停止

スイッチを押したか
	
	

	
	建物外部にひび割れ、剥離はないか
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	１階
建物内部
	火災箇所
	
	

	
	水漏れ箇所
	
	

	
	閉じ込め箇所
	
	

	
	その他
	
	

	２階
建物内部
	火災箇所
	
	

	
	水漏れ箇所
	
	

	
	閉じ込め箇所
	
	

	
	その他
	
	

	３階
建物内部
	火災箇所
	
	

	
	水漏れ箇所
	
	

	
	閉じ込め箇所
	
	

	
	その他
	
	

	４階
建物内部
	火災箇所
	
	

	
	水漏れ箇所
	
	

	
	閉じ込め箇所
	
	

	
	その他
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式10　サプライチェーン（供給連鎖）一覧
１　委託業者
	番号
	業務
	契約方法
	事業者名・連絡先

	１
	エレベータ保守管理
	年間契約
	

	２
	給食調理業務
	年間契約
	

	３
	設備管理
	年間契約
	

	４
	設備等遠隔操作管理
	年間契約
	

	５
	夜間宿直
	年間契約
	

	６
	清掃業務
	年間契約
	

	７
	自動ドア保守
	年間契約
	

	８
	リネンリース
	年間契約
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	


２　サプライチェーン

	番号
	業務
	契約方法
	事業者名・連絡先

	１
	協力医療機関
	年間契約
	

	２
	嘱託医（○科）
	年間契約
	

	３
	薬局・薬剤師
	年間契約
	

	４
	民生・児童委員
	
	

	５
	工務店
	スポット
	

	６
	水道設備
	スポット
	

	７
	ケア用品販売店
	スポット
	

	８
	電話・ナースコール
	スポット
	

	９
	金融機関
	
	

	10
	関係行政機関
	
	

	11
	
	
	

	12
	
	
	

	13
	
	
	

	14
	
	
	

	15
	
	
	


サプライチェーン…供給者から利用者までを結ぶ一連の業務のつながり、供給（ｻﾌﾟﾗｲ）連鎖（ﾁｪｰﾝ）
様式11　備蓄品リスト
	最終在庫確認日
	  　・　　　　・
	確認日
	　　・　　・

	区分
	品目
	数量
	保管場所
	直近の有効期限
	有効期限対象数
	納入先
	電話番号

	食料
及び
食器等
	保存用ごはん
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	飲料水（ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ）
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	カップめん
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	おかゆ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	災害用食器セット
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ラップ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	生活
用品
	毛布
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	タオル
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ティッシュ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ごみ袋（９０ℓ）
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	懐中電灯
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	防滴ラジオ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	乾電池
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ポリタンク（１０ℓ）
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	衛生
関係
用品
	簡易トイレ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	マスク
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ゴム手袋
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	消毒剤
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	ウエットティッシュ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	応急セット
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	資器材等
	カセットコンロ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	カセットボンベ
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	発電機
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	投光器
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	

	
	
	
	
	　・　 ・
	
	
	


【参考文献等】
・「高齢者福祉施設におけるＢＣＰ策定ガイドライン(震災編)」

　平成24年３月　東京都社会福祉協議会
・「災害対応マニュアル　訪問看護ステーション」

　平成15年３月　社団法人　全国訪問看護事業協会

・「【改訂版】災害対応マニュアル」

　平成22年２月　一般社団法人　日本介護支援専門員協会

・「【改訂版】災害対応マニュアル　追補版資料集」

　平成24年８月　一般社団法人　日本介護支援専門員協会

・「大阪市高齢者施設等防災マニュアルVer1.0」

　平成23年７月　大阪市、大阪市一般社団法人　大阪市福祉施設連盟
・「中小企業ＢＣＰ策定運用指針」
　平成24年３月　経済産業省中小企業庁




「第１章」及び


「第２章」から


必要な様式等を選んで、BCPﾏﾆｭｱﾙひな形の下に添付します。


⇒ＢＣＰ策定





章


BCPﾏﾆｭｱﾙひな形の


検討・作成
























































第1章・第２章


各様式、表など（共通のもの、居宅・通所・施設別）・資料集





「BCPマニュアルひな形」


⇒BCPのマニュアルとして、“事業所の基本方針、平常時からの取り組み、災害時の対応等”を検討してまとめます。また、災害時における業務のフローチャートや各種様式については、後述の『第１章』及び『第２章』から必要なものを選び､適宜加除・修正をして添付します。





以下の“吹き出し”は、活用例です。





【掲載内容】マニュアルの推進にあたり、基本的な考え方を記載します。








「第１章１　ＢＣＰとは」から、必要箇所を抜き出し（出力）、添付します。





「第１章２　ＢＣＰ宣言、優先業務の特定」を参考に、災害時の事業継続（優先事業の特定）をしていただきます。








本ガイドラインから、日常的に取り組むために必要な様式等を適宜抜き出し（出力）、添付します。








本ガイドラインから、日常的に取り組むために必要な様式等を適宜抜き出し（出力）、添付します。





「第１章６　震災直後の行動①」「第１章７　震災直後・発災後の行動②」や「第２章　資料編」から必要箇所を抜き出し（出力）、添付します。








「第１章８　業務の継続方法」や「第２章　資料編」から必要箇所を抜き出し（出力）、添付します。








　日常業務へ復帰�





　復旧･復興期





　発災時





　事前準備





日常業務への復帰





復旧・復興期





発災時





知財・ＰＬ法


関連書類





緊急時の


業務マニュアル





従業員の


安否確認


に必要な情報





歴史的書類


内部統制文書


議決記録





ＢＣＰに関すること





事業の復旧に


不可欠な記録


権利義務等の文書





保存文書


ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ書類





利用者連絡先





業務移管に必要


な情報・契約書





日常業務で発生している文書





第１章　





ここでは、ＢＣＰの意味や効果、ＢＣＰで策定する内容や手順、「災害対策とＢＣＰの違い」などについてまとめています。





【ハードウェア対策】


・施設の耐震化


・家具等転倒防止


・優先業務に必要な資源の代替物購入


・防災用品の購入　　　　　　等





【ソフトウェア対策】


・避難計画の作成


・職員連絡網の作成


・発災時の指揮系統図


・災害対応に関する職員訓練　　等





発災





事業の復旧・


再開のﾚﾍﾞﾙＵＰ





中核業務の継続で供給率ＵＰ





事後（初動対応・復旧）





事前





　　　　　　供給レベル低下





←　サービスの供給度





BCP策定





　　BCP策定の復旧曲線現状の復旧曲線





時間経過　→





発災





初動対応





施設系：　発災後も入所事業は休止できない。





BCP策定で早期復旧





通所系：　事業継続・復旧





BCP策定で早期復旧





居宅系：　利用者の安否確認､サービス利用の再開





時間経過　→　　　３日想定





（ＢＣＰ）PLAN


計画の策定





ＤＯ


教育・訓練の実施





ＡＣＴＩＯＮ


改善・見直し





ＣＨＥＣＫ


点検・検証





 事業の形態（入所、通所、居宅）により、優先する業務も変わってきます。


また、優先業務を継続するために必要な資源（人、物など）を把握するとともに、被災して必要な資源が利用できない場合は、資源の代替を検討する


必要があります。





【ＭＥＭＯ】





 文京区地域防災計画における区内の被害状況のほか、発災時の施設被害、ライフライン被害等を想定し、事業所に必要な備えや対応を検討していくことが重要です。





施設等 被害想定





 震災時に使用可能な施設・設備の機能等をあらかじめ整理しておくこと、全職員が施設・設備の機能を理解することがポイントとなります。





一定規模の地震が発生した場合、施設職員には自動的に施設・事業所に参集するよう要請することとなります。そのため、職員の参集基準、連絡網などを定めておくことが必要です。





職員の参集





ここでは、居宅・通所・施設と分けずに、共通の視点として、震災の初動対応（震災直後から災害対策本部の設置まで）、優先して行動すべき内容、指揮系統、役割分担表等をまとめてあります。





初動期の対応





本部・事業主





・全体指揮


・職員の安否確認


・情報収集、情報整理


・施設の被害状況、復旧


・他機関との連携











施設長・管理者





連絡・指示





報告





報告





利用者の


安否確認





職員Ｅ





職員Ａ





連絡・指示





報告





外部協力者受入れ､指揮





利用者の安否確認





職員Ｂ





物品・物資などの手配





職員Ｃ





利用者訪問





職員Ｄ





【ＭＥＭＯ】





居宅・通所・施設別で、主に初動期の対応を掲載しています。勤務時間内・外での発災や、事業所に滞在中か訪問中での発災など、様々なケースを想定してまとめています。





営業時間外の場合





営業時間内の場合





災害発生





災害発生





自身の安全確保





スタッフと利用者


の安全確保





スタッフ間の連絡





指揮命令者の決定





指揮命令者の決定





出勤可能な職員は出勤





被害状況の確認





被害状況の把握





事業継続可否の判断





事業継続可否の判断





避難





継続





避難





事業継続





避難





事業継続





職員間の役割分担





職員間の役割分担





　　　　職員の安否確認


　　　　利用者の安否確認


　　　　施設の被害状況確認


　　　　情報収集、情報整理


　　　　利用者への訪問」


　　　　物資等の手配


　　　　他機関との連携


主治医との連携


・・・





　　　　職員の安否確認


　　　　利用者の安否確認


　　　　施設の被害状況確認


　　　　情報収集、情報整理


　　　　利用者への訪問」


　　　　物資等の手配


　　　　他機関との連携


主治医との連携


・・・





発　災





事業所





移動中に発災





【連絡できた場合】


・自身の状況報告


※事業所に戻る（事業所から指示）場合もある





【不通（連絡不可）】


・可能な範囲で利用者宅訪問


※危険が迫る状況…事業所に戻る





自身の安全を確保


周囲の安全確認





戻る





　訪問する





利用者宅


で発災





利用者宅（安否確認）





安全な状態





負傷・支援必要





利用者の状況把握


・事業所に連絡できれば報告





近隣に利用者支援


・（病院・避難所搬送等）の協力を依頼








次の利用者宅訪問 不可





次の利用者宅訪問 可





事業所に戻る





利用者宅（安否確認）





安全な状態





負傷・支援必要





近隣に利用者支援


・（病院・避難所搬送等）の協力を依頼





利用者の状況把握


・事業所に連絡できれば報告





次の利用者宅訪問　不可





次の利用者宅訪問　可　可





事業所





対策本部の設置・１回目会議








・状況確認・収集した情報の伝達


◎利用者安否確認準備（役割分担、利用者トリアージ表の作成）


◎翌日以降の職員体制の確認


※トリアージ…独居、要医療度、要介護度等から緊急度（優先順位）を決めること。





利用者宅（安否確認）





職員Ｂ


（訪問中）





職員Ｃ


（移動中）





職員Ａ


（事業所勤務）





発災





その他





自宅(非番等)


Hibann 





自身・利用者の


安全確保





自身の


安全確保








自身等の安全確保


周囲の安全確認








・事業所に連絡


・周囲への緊急対応








・職員の


安全確認


・避難経路


の確保


・自火報確認








・事業所の参集基準に基づき行動（待機・出勤等）








・利用者宅の安全確認と避難経路の確認


・事業所に連絡








(連絡取れない時や緊急対応がなければ事業所に戻る)











待機等





・災害情報の収集


・事業所（建物、設備等）の安全確認、事業所周辺の状況確認





・災害情報確認（ラジオ）


・（独居や家族不在等）


必要に応じて、近隣者に避難の協力を依頼








出勤





事業所戻る際、周囲の被害状況を確認





・他職員からの連絡待ち


・関係ケアマネへの連絡








対策本部の設置・１回目会議








・状況確認・収集した情報の伝達


◎利用者安否確認準備（役割分担、利用者トリアージ表の作成）


◎翌日以降の職員体制の確認


※ﾄﾘｱｰｼﾞ…独居、要医療度、要介護度等から緊急度（優先順位）を決めること。





今後の視点：ﾄﾘｱｰｼﾞによる安否訪問、ﾗｲﾌﾗｲﾝ（電気・水道・ガス）・備蓄物資確認等





その他





職員Ｃ


（送迎中）





職員Ｂ


（事業所滞在）





発災





事務員Ａ


（事業所滞在）





自宅(非番等)


Hibann 





自身等の安全確保


周囲の安全確認








自身・利用者の安全確保








・事業所に連絡


・周囲への緊急対応





























・送迎車、または人力により事業所へ戻る











・事業所の参集基準に基づき行動（待機・出勤等）








・利用者がパニックにならないよう落ち着かせる


・ケガ、体調不良者等への対応





・事業所内の利用者・職員の安全確認


・避難経路


の確保


・自火報確認








(送迎車が戻れない場合、事業所へ協力依頼)











待機等





・災害情報の収集


・建物、設備等の安全確認


・事業所周辺の状況確認





・利用者家族へ連絡


（利用者の状況報告、利用者を自宅に送迎して良いかなど）





・近くで送迎可の利用者は帰宅支援








出勤





・他職員からの連絡待ち








・状況確認・収集した情報の伝達・本日の役割分担


◎利用者家族への連絡結果と今後の対応（送迎、宿泊）


◎翌日以降の職員体制の確認


◎翌日以降の業務予定及び休止業務の確認





対策本部の設置・１回目会議





今後の視点：利用者全員に連絡、ライフライン（電気、水道、ガス）・備蓄物資の確認等





【送迎不可】　（連絡取れないも含む）


・事業所に宿泊





【送迎可】


・自宅へ送迎（出来れば利用者家族の協力も得る）





発災





宿直者





夜勤者Ａ





夜勤者Ｂ





夜勤者Ｃ





夜勤者Ｄ





身の安全・周囲の安全を確保。宿直者は地震発生を放送





「ただ今地震が発生しました。落ち着いて安全の確保をしてください。」と放送








火災報知機・エレベータを確認








懐中電灯・消火器を携行のうえ、入所者の安否確認及び施設内設備等の確認（チェックリスト一覧に基づく）





事務所へ移動、自火報確認・自家発電稼働の際、フラッシュを停止。玄関開錠





入所者のうち、①重傷者、②離床し落ち着かない（歩行可）、③窓に近く危険である、等の場合には、各フロアのエレベータ前へ移動





ラジオ等による情報収集・電話の状態・事務所周辺の状況確認








重傷者への応急処置、フロアの巡回








・状況確認（負傷者、設備被害）・役割分担・次回以降の会議時間設定


◎区へ連絡（ＰＨＳ→福祉部または防災無線→防災課）








対策本部の設置・１回目会議








負傷者等への処置、フロアの巡回


立ち入り禁止（危険）区域の設置








施設周辺の


状況確認





２回目会議








・状況確認（負傷者、備蓄物資、周辺被害）・翌日以降の職員体制の確認


◎区へ連絡（ＰＨＳ→福祉部または防災無線→防災課）








今後の視点：職員のローテーション、不足物資の確認、食事提供・福祉避難所





○発災後、限られた人員と資源のもとで、優先的に実施する業務や休止・中断すべき業務、復旧目標などをあらかじめ定めることが重要です。


○ＢＣＰは策定することがスタートであり、訓練や研修等を通じて検証し、改善・見直しを行っていくことが重要です。








事業継続計画





利用者の状況





【ＭＥＭＯ】








